
第７４号議案 

 

 

 

   中野区住宅宿泊事業の適正な実施の確保に関する条例の一部を

改正する条例 

 

 

 上記の議案を提出します。 
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          提出者 中野区長  酒 井 直 人    

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 住宅宿泊事業の実施を制限する区域及び期間並びに住宅宿泊事業を

営む旨の届出に係る添付書類を改めるとともに、住宅宿泊事業者が業

務改善命令等に違反した場合の公表について規定する必要がある。  



   中野区住宅宿泊事業の適正な実施の確保に関する条例の一部を

改正する条例 

 

 中野区住宅宿泊事業の適正な実施の確保に関する条例（平成３０年

中野区条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第１項中「又は第二種中高層住居専用地域」を「、第二種中

高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域又は準工業地域」

に、「月曜日の正午」を「日曜日」に、「金曜日の正午」を「土曜日」

に改め、「（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日に該当する日の正午から翌日の正午までの期間を除

く。）」を削る。 

 第７条の見出し中「及び説明会の開催」を削り、同条第２項を削る。 

 第８条中「の各号」及び「者の区分に応じ、当該各号に定める」を

削り、同条各号を次のように改める。 

 ⑴ 前条の規定による周知を行ったことを確認できる書類 

 ⑵  火災予防条例（昭和３７年東京都条例第６５号）第５６条の２

第１項の規定による届出に係る届出書の写し（法第３条第１項の

届出をしようとする者が同条例第５６条の２第１項の規定による

届出を要する者である場合に限る。） 

 ⑶  住宅宿泊事業の業務に係る廃棄物（以下単に「廃棄物」とい

う。）の処理に関する書類で規則で定めるもの 

 第１５条を第１７条とし、第１４条を第１５条とし、同条の次に次

の１条を加える。 

 （法又は条例の規定による命令に違反した場合の公表） 

第１６条 区長は、住宅宿泊事業者が法第１５条若しくは第１６条第

１項若しくは第２項の規定又は第６条第７項の規定による命令に違

反したときは、その旨、当該住宅宿泊事業者の氏名及び住所（法人



の場合は、その名称、事務所の所在地及び代表者の氏名）、当該届

出住宅の所在地その他の規則で定める事項を公表することができる。

この場合においては、第１１条第２項の規定により氏名を公表して

いない住宅宿泊事業者についても当該氏名を公表することができる。 

 第１３条中「、住宅宿泊事業の実施に伴い生じた廃棄物について」

を削り、「より」の次に「廃棄物を」を加え、同条を第１４条とする。 

 第１２条を第１３条とし、第１１条を第１２条とし、第１０条を第

１１条とし、第９条の次に次の１条を加える。 

 （廃棄物の処理に関する届出） 

第１０条 第８条第３号に掲げる書類を提出した者は、当該書類に係

る廃棄物の処理に関する事項に変更があったときは、規則で定める

ところによりその旨を区長に届け出なければならない。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日（以下「施行日」という。）から

施行する。 

 （経過措置） 

２  改正後の第６条第１項の規定は、施行日以後に住宅宿泊事業法

（平成２９年法律第６５号）第３条第１項の届出がされた同法第２

条第３項に規定する住宅宿泊事業（以下単に「住宅宿泊事業」とい

う。）について適用し、施行日前に同法第３条第１項の届出がされ

た住宅宿泊事業については、なお従前の例による。 

３ 改正後の第７条の規定は、施行日以後に住宅宿泊事業法第３条第

１項の届出をして住宅宿泊事業を営もうとする者について適用し、

施行日前に同項の届出をして住宅宿泊事業を営もうとする者につい

ては、なお従前の例による。 

４ 改正後の第８条の規定は、施行日以後にされる住宅宿泊事業法第



３条第１項の届出について適用し、施行日前にされた同項の届出に

ついては、なお従前の例による。 

５ 住宅宿泊事業者（住宅宿泊事業法第２条第４項に規定する住宅宿

泊事業者をいう。以下同じ。）で施行日以後に住宅宿泊事業を営ん

でいるもの（改正後の第８条の規定により同条第３号に掲げる書類

を同法第３条第２項の届出書に添付した住宅宿泊事業者を除く。）

は、同号に掲げる書類を区長に提出しなければならない。 

６ 改正後の第１６条の規定は、住宅宿泊事業者が施行日以後にされ

た住宅宿泊事業法第１５条若しくは第１６条第１項若しくは第２項

の規定又は中野区住宅宿泊事業の適正な実施の確保に関する条例第

６条第７項の規定による命令に違反した場合について適用する。 


